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2026 年 8 月 31 日  
   
   

株式会社千葉銀行が実施する 
日本青銅株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所は、株式会社千葉銀行が実施する日本青銅株式会社に対するポジティブ・インパ

クト・ファイナンスについて、国連環境計画金融イニシアティブの策定した「ポジティブ・インパクト金融

原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」への適合性に対する

第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
 

 
 



                 

 - 1 -  

 

第三者意見書 

2026年 8月 31日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

日本青銅株式会社に対するポジティブ・インパクト・ファイナンス 

貸付人：株式会社千葉銀行 

評価者：株式会社ちばぎん総合研究所 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定した「ポジティブ・イ

ンパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・

フレームワーク」に適合している。 

また、環境省のESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCRは、株式会社千葉銀行（「千葉銀行」）が日本青銅株式会社（「日本青銅」）に対して実

施する中小企業向けのポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、株式会社

ちばぎん総合研究所（「ちばぎん総合研究所」）による分析・評価を参照し、国連環境計画金

融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資

金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」（モデル・フレーム

ワーク）に適合していること、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）

に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

PIFとは、持続可能な開発目標（SDGs）の目標達成に向けた企業活動を、金融機関等が

審査・評価することを通じて促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとし

て、当該企業活動が与えるポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モ

ニタリングする運営のことをいう。 

ポジティブ・インパクト金融原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGs

に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できること、なお

かつネガティブな影響を特定し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプ

ロセス、手法、評価ツールを含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジテ

ィブ・インパクトを測るプロジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・

インパクトについての透明性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第

三者によって評価されていることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。千葉銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

ちばぎん総合研究所と共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを開発し

ている。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかのステッ

プは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業を想定

した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と協議し

ながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、千葉銀行及びちば

ぎん総合研究所にそれを提示している。なお、千葉銀行は、本ファイナンス実施に際し、①

中小企業基本法及び信用保証協会法に定める「中小企業者」に該当しない企業である。②全

てのインパクトエリア/トピックの分析に耐えうる情報開示や体制がある（公募債の発行が

あること等が目安）。の 2 つの項目のうち 1 つでも該当しない場合は中小企業としている。 

JCR は、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえでポジティ

ブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークとの適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、ポジティブ・インパクト金融原則で参照するインパク
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トエリア/トピックにおける社会経済に関連するインパクトの観点からポジティブな

成果が期待できる事業主体である。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用

創出や雇用の維持を目的とした中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を

有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の約 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

約 56.0％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現

の仕方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. ポジティブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークへの適合に係

る意見 

ポジティブ・インパクト金融原則 1 定義 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるこ

と、なおかつネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

千葉銀行及びちばぎん総合研究所は、本ファイナンスを通じ、日本青銅の持ちうるインパ

クトを、UNEP FI の定めるインパクトエリア/トピック及び SDGs の 169 ターゲットにつ

いて包括的な分析を行った。 

この結果、日本青銅がポジティブな成果を発現するインパクトエリア/トピックを有し、

ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 2 フレームワーク 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、千葉銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 

(1) 千葉銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

 
1 令和 3 年経済センサス-活動調査。中小企業の区分は、中小企業基本法及び中小企業関連法令において

中小企業または小規模企業として扱われる企業の定義を参考に算出。業種によって異なり、製造業の場合

は資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下、サービス業の場合は資本金 5,000 万円以下または従業員

100人以下などとなっている。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20 人以下の企業をさす。 
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(出所：千葉銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、千葉銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、千葉銀行からの委託を受けて、

ちばぎん総合研究所が分析方法及び分析ツールを、UNEP FIが定めた PIFモデル・

フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

ポジティブ・インパクト金融原則 3 で求められる情報は、全てちばぎん総合研究所が作

成した評価書を通して千葉銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

ポジティブ・インパクト金融原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、ちばぎん総合研究所が、JCR の協力を得て、インパクトの包括分

析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側面

のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 



                 

 - 5 -  

 

 

III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人である日本青銅から貸付人である千

葉銀行及び評価者であるちばぎん総合研究所に対して開示がなされることとし、可能な範

囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト金融原則及びモデル・フレームワークに適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

                   

菊池 理恵子 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

                    

菊池 理恵子 

担当アナリスト 

 

 

                     

川越 広志 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 
日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ

アティブの策定した「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金
融商品のモデル・フレームワーク」への適合性及び環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内に設置された
ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え
方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポジティブ・インパクト
金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではありません。 
本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した

情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、ポジティブ・インパクト・ファイナンスによるポ
ジティブな効果を定量的に証明するものではなく、その効果について責任を負うものではありません。
調達される資金が同社の設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の
依頼する第三者によって定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接
測定することはありません。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 
本意見作成にあたり、JCR は、以下の原則等を参照しています。 
国連環境計画金融イニシアティブ  
「ポジティブ・インパクト金融原則」 
「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」      
環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 
「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 
本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と

は異なります。 

4. 信用格付との関係 
本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す

ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 
本ポジティブ・インパクト・ファイナンスの事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生

じる可能性のある資本関係、人的関係等はありません。 
 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブの「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向
け金融商品のモデル・フレームワーク」への適合性について第三者意見を述べたものです。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
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２０２６年８月３１日 

  株式会社 ちばぎん総合研究所 

 

日本青銅株式会社 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス評価書 
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本文書は、千葉銀行が日本青銅株式会社（以下、「日本青銅」）に対してポジティブ・インパクト・フ

ァイナンス（以下、「ＰＩＦ」）を実施するにあたって、日本青銅の事業活動が自然環境・社会・社会経

済に及ぼすインパクト（ポジティブな影響及びネガティブな影響）を分析・評価するものである。 

この分析・評価は、株式会社日本格付研究所の協力を得て、国連環境計画金融イニシアティブ（ＵＮ

ＥＰ ＦＩ）が提唱した「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け

金融商品のモデル・フレームワーク」に適合させるとともに、ＥＳＧ金融ハイレベル・パネル設置要綱

第２項（４）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」に整合させた上で、ちばぎん総合研究所が千葉銀行と共同で開発

した評価体系に基づいている。 

 

 

  

実行予定日および返済期日 ２０２６年８月３１日～２０３１年８月３１日

（モニタリング期間） ５年

金額 ６億円

資金使途 運転資金
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1. 企業概要とサステナビリティ 

 企業概要 

 １９５１年１０月に設立し、東京都荒川区に本社を置く日

本青銅は、銅および銅合金の製造・販売を専門とする素材メ

ーカーである。同社の事業は、銅合金地金、連続鋳造品（バ

ルカンブロンズ）、加工部品の製造・販売で構成されている。

導電性・耐食性・加工性に優れた銅素材の特性を活かした

同社の製品は、インフラ設備や産業機械をはじめとする幅広い分野を支えている。さらに、高いリサイ

クル性を活かし、資源循環や環境負荷の低減にも貢献している。長年にわたるＪＩＳ1原案作成委員会へ

の参画で培った知見と高い品質管理、型製作から機械加工まで一貫で対応する「製販一体」の生産体制、

豊富な在庫による即納体制を強みとして、顧客の多様なニーズに応えている。 

 

 

 

日本青銅は、純粋持株会社であるＮＢＣホールディングス株式会社の中核企業として、非鉄金属製

造事業を担っている。グループは多角的な事業を展開しており、各社が専門分野で機能を発揮してい

る。建設分野では株式会社佐々光工業がとび・土工や橋梁補修工事などを担い、サービス・インフラ

分野では株式会社 407が運行管理請負業を、株式会社とざきが飲食事業を展開している。非鉄金属事

業にとどまらない幅広い事業領域で事業を展開し、グループ全体のシナジーを生み出している。 

 
1 Japanese Industrial Standardsの略（日本産業企画）で、日本の産業製品に関する規格や測定法などが

定められた国家規格を指す。 

【企業概要】

企業名 日本青銅株式会社

本社 東京都荒川区東日暮里２丁目１４－８

資本金 １億円

設立 １９５１年１０月

決算日 １月３１日

事業内容
 ・ 銅合金地金の製造・販売
 ・ 連続鋳造品の製造・販売
 ・ 加工品の製造・販売

従業員数 ４８名　（アルバイト・パート含む、２０２６年５月時点）

【グループ企業】

会社名 所在地 資本金 事業内容

ＮＢＣホールディングス株式会社 東京都台東区 １００，０００千円 グループ統括

株式会社佐々光工業 千葉県柏市 １０，０００千円 建設業

株式会社とざき 東京都中央区 ２０，０００千円 飲食業

株式会社407 千葉県柏市 １００千円 運航管理請負業

（出所：日本青銅 HP） 
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【沿革】

概要

１９５１年 １０月
長野県諏訪市大字上諏訪３０８０番地に株式会社増澤商店として創立。
創業者 増澤 三明

１９５３年 ８月 長野県諏訪市湖柳町１０３２番地に社屋を新築、本店移転

１９５７年 １月 東京都荒川区日暮里２丁目３４番地に社屋を新築、東京営業所開設

１９５９年 ９月 東京都中央区日本橋小網町２丁目９番地に本店移転

１９６０年 ９月 長野県岡谷市堀ノ内１丁目３番３０号に銅合金地金の鋳造工場を建設

１９６４年 １１月 株式会社増澤商店を日本青銅株式会社と商号変更

１９６７年 １２月 東京都中央区芳町１丁目３番地に本社移転

１９６８年 １０月
東京都荒川区東日暮里２丁目１４番地８号に鉄筋３階建、営業所及び倉
庫を建設

１９６９年 ６月 鋳物用青銅合金地金の日本工業規格の表示を許可される

１９７３年 ６月 岡谷工場に鉄筋５階建、管理棟を建設

１９７５年 ４月 岡谷工場に連続鋳造工場を建設

１９７７年 ３月 東京都荒川区東日暮里２丁目１４番地８号に本社を移転

１９８９年 ４月 長野県岡谷市大栄町２丁目１１番１７号に製品センターを建設

１９９９年 １２月 国際規格ＩＳＯ９００１ 認証取得

２０００年 ５月 機械加工部品倉庫設置

２００６年 ３月 ＥＵ　ＲｏＨＳ指令に適合したローズブロンズ（ＣＡＣ４０８）の開発

２０１６年 ３月 高度精錬機能の鋳造ライン構築、鋳造コンベアの開発

２０１８年 ９月 流通センターＡ棟／Ｂ棟を建設

２０１９年 ４月 パレタイジングロボット（地金積込用）更新

２月
東京都台東区上野３丁目２８番７号 上野オフィス開設。ＮＢＣホールディ
ングス株式会社のグループ会社となる

８月 大阪府大阪市中央区道修町４丁目１番１号　大阪営業所開設

２０２５年

年　月
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日本青銅では、東京本社と岡谷工場が密接に連携し、各部門が専門的な機能を発揮することで効率的

な「製販一体」の生産体制を構築している。 

・Ｓａｌｅｓ部門：東京本社を拠点とし、全国のインフラや産業機械メーカーなどの顧客開拓、ニーズ

のヒアリング、および製品の提案・販売を担当する顧客対応の窓口である。 

・鋳造部門：製造の中核を担う岡谷工場に属し、同社の主力製品である高品質な銅合金地金や連続鋳造

品（バルカンブロンズ）の鋳造・素材製造を直接行う生産の最前線である。 

・経営企画部門：グループ中核企業としての持続的成長に向け、中長期的な経営戦略の策定、社内リソ

ースの最適配分、および資源循環や環境負荷軽減などの重要施策を推進する。 

・Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ部門：人事、総務、財務などのバックオフィス業務全般を統括し、健全な職場

環境づくりや、社内インフラの整備を通じて強固な経営基盤を支える。 

  

【各拠点と機能】

拠点名 住所 主な機能

本社 東京都荒川区 営業、納品、出荷

大阪営業所 大阪府大阪市 営業

上野オフィス 東京都台東区 総務、人事、経理、経営企画

岡谷工場 長野県岡谷市 製造、加工、納入品

流通センター 長野県岡谷市 在庫管理、出荷

（出所：日本青銅 HP） 

【組織図】 
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【事業内容】 

日本青銅の事業は、「銅合金地金の製造・販売事業」、「連続鋳造品の製造・販売事業」、「加工品の製

造・販売事業」の３事業で構成される。 

 

○銅合金地金の製造・販売事業 

日本青銅の中核事業であり、一次原材料である非鉄くずを仕入れ、配合・溶解・鋳造・検査の各工程

を経て、高品質な銅合金地金を製造している。主要製品である青銅地金は、バルブ、ポンプ、軸受、給

水用具など、高い信頼性が求められる産業機械部品向けの鋳造用材料として幅広く採用されている。 

同事業の強みは、原材料の受入検査段階からＪＩＳ規格よりも厳格な社内基準を設け、徹底した品質

管理を実践している点にある。さらに、ＩＳＯ９００１に基づく品質マネジメントシステムを運用し、

品質の安定化と継続的な改善に取り組んでいる。長年にわたりＪＩＳ原案作成委員会に参画してきた同

社は、高度な分析・試験技術を有しており、独自に開発した鋳造プロセスによって不純物を大幅に低減

した高品質な地金（インゴット）を安定的に供給している。 

また、環境負荷の低減を目指すリサイクルメーカーとして研究開発にも積極的に取り組み、ＲｏＨＳ

2指令に適合した鉛・カドミウム不含有の低鉛青銅地金（ローズブロンズなど）の開発・販売を通じて、

環境対応製品の拡充を進めている。 

顧客ニーズに沿った複雑な成分配合にも柔軟かつ高精度に対応できる体制を構築しており、高い技術

力と対応力が同社の競争力を支えている。 

 

 

 

○連続鋳造品の製造・販売事業 

 主に銅合金連続鋳造棒（バルカンブロンズ）の製造と販売を手掛けている。一般的な砂型鋳造とは異

なり、金属を連続的に冷却・凝固させる鋳造技術を用いることで、内部欠陥が少なく、組織が緻密で耐

摩耗性、耐食性、および被削性に優れた高品質な製品を供給している。 

製品は、丸棒やパイプから板材など多岐にわたり、材質も青銅をはじめ、リン青銅やアルミ青銅など

幅広く取り揃えている。これらの製品は、軸受やギア、海洋土木用の構造部材など、過酷な摩擦や腐食

環境下で使用される重要部品の素材として、インフラ設備や機械産業向けに幅広く採用されている。 

また、多様な形状や寸法の製品を常時豊富に取り揃える在庫管理体制を構築しており、突発的な注文

や小ロットの依頼に対しても、迅速な納品を可能としている。 

 

 
2 ＥＵ域内で販売する電気・電子機器に含まれる特定の有害物質の最大濃度を制限する枠組み。 

【銅合金地金事業の製造工程・製品】 

（出所：日本青銅提供資料・HP） 
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○加工品の製造・販売事業 

自社製造の銅合金素材をベースとして、顧客のニーズに合わせた付加価値の高い最終部品へ加工・供

給している。高度な切削・研磨技術によって加工された製品は、産業機械用の軸受部品、各種バルブ・

ポンプの内部構成部品などに採用されている。 

同事業の強みは、営業部門、資材調達、製造、および加工部門が一体となった「製販一体」の連携体

制にある。顧客から提示された図面に基づき、最適な治工具の検討から精密な機械加工、厳格な検査、

出荷にいたるまでを自社工場内で一貫して管理している。これにより、複雑な形状加工や厳しい寸法精

度が求められるオーダーメイド品にも対応し、短納期とコスト競争力の両立を実現している。 

単に図面通りに加工するだけでなく、長年培ったノウハウを活かし、設計や加工方法に関する技術提

案を行う提案型営業を展開している。こうした付加価値の高いサービスの提供により、多くの取引先と

の信頼関係を築いている。 

 

 

 

  

【連続鋳造品事業の製造工程・製品】 

【加工品事業の製造工程・製品】 

（出所：日本青銅提供資料・HP） 

（出所：日本青銅提供資料・HP） 



 

 

7 

 

（出所：日本青銅 HP） 

 サステナビリティ 

①経営理念・ビジョン 

日本青銅は「誠意」「創意」「熱意」「敬意」を企業理念に掲げている。顧客ニーズを的確に捉えた誠実

な物作りを追求するとともに、革新的かつ合理的な技術・工程への改善を推進する。さらに、熱意ある

市場開拓と、互いを尊重し合い個々の能力を十分に発揮できる環境づくりを目指す。これらの行動を通

じ、同社は持続可能な社会への貢献と企業理念の体現に努めている。 

また、ビジョンとして、「非鉄業界のパイオニアから、非鉄業界のリーディングカンパニーへ」を掲げ

ている。業界の固定観念に縛られることなく常に先を走り続け、高い製造力と営業力を提供できる企業

を目指し、より良い物作り・強固な営業体制の構築に向けて邁進していくとしている。 
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②環境への貢献 

○事業を通じた循環型社会の実現への貢献 

 日本青銅は、銅合金のリサイクルを通じて、循環型社会の実現に貢献している。同社では、非鉄くず

を主な原材料として活用し、銅合金地金を製造することで、限りある金属資源の有効利用を推進してい

る。使用済み金属を再資源化するリサイクルメーカーとして、新たな鉱物資源の採掘に伴う環境負荷の

低減にも寄与している。 

また、環境規制の強化や市場ニーズの変化に対応し、鉛・カドミウムを含有しない低鉛青銅地金など

の環境対応型製品の開発・販売にも取り組んでいる。さらに、製造工程における品質管理や高度な成分

分析技術を活用することで、歩留まりの向上や資源の有効活用に努め、安定した品質の製品を供給して

いる。長年にわたり培ってきた銅合金製造技術を基盤に、循環型社会の実現と持続可能なものづくりに

向けた取り組みを継続している。 

 

○ＣＯ２排出量の削減 

ＣＯ２排出量の削減に向けて、営業車両および製品等運搬用のフォークリフトにおける環境配慮型車

両の導入を進めている。営業車両については、ハイブリッド車両の導入を行っており、２０２５年度時

点で全１０台中３台の入れ替えを完了している。今後は、未着手であるフォークリフト全１１台につい

ても、ＬＰＧ車やバッテリー式車両などへの切り替えを計画的に進める。 

 

③地域社会・経済への貢献 

○岡谷工場周辺の清掃活動 

製造拠点である岡谷工場周辺で定期的な清掃活動を実施している。周辺には交通量の多い道路がある

ことから、落ち葉の清掃や積雪時の除雪作業などを行い、地域環境の美化や歩行者・車両の安全確保に

努めている。 

 

④慈善事業 

○スポーツチームとのスポンサー契約 

２０２５年から、ＮＢＣホールディングス株式会社と日本青銅は、モンゴルのプロサッカーチーム「セ

ントラル・スタリオンズＦＣ」とスポンサー契約を締結している。本取り組みを通じて、モンゴルにお

けるスポーツ振興や、日本とモンゴルの交流促進に寄与している。 

 

⑤人権・労働 

○採用・ダイバーシティ 

 多様化する顧客ニーズに柔軟に対応するため、主体的に考え行動できる人材の採用に積極的に取り組

んでいる。また、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進しており、２０２６年５月時点において、

女性１３名、外国籍社員６名、シニア人材１名が在籍し、それぞれの能力を発揮している。 

事業拡大に向けた人材確保のため、２０３０年度までに新たな従業員２０名を採用する計画を策定し

ており、これに伴い、労働環境の改善や福利厚生の充実にも取り組んでいる。特に、若手人材の採用強

化に向けて「ユースエール認定3」の取得を目指しており、有給休暇取得率１００％の達成・維持や時間

 
3 若者の採用・育成に積極的で、雇用管理の状況などが優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度。 
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外労働の削減など、より働きやすい職場環境の整備を進めている。 

 

○働きやすい職場環境づくり 

社員を重要な経営資源と位置付け、その心身の健康維持・増進に努めるとともに、従業員やその家族

が安心して豊かな生活を送ることができる職場環境づくりを推進している。 

働き方の面では、労働基準法をはじめとする各種法令を遵守しながら、時間外労働の削減や有給休暇

の取得促進に努めている。残業時間の削減に向けては、生産性向上を意識した人員配置や業務効率化を

進めるとともに、長時間労働抑制に関する意識浸透を図っている。その結果、２０２５年度の時間外労

働時間は１人あたり６.９８時間／月となり、業界平均（厚生労働省「毎月勤労統計調査」：１３．４時

間／月）を大幅に下回っている。 

有給休暇の取得推進に向けては、全従業員に対して年５日の確実な取得を義務付け、管轄部署が取得

状況を継続的に確認している。こうした取り組みにより、２０２５年度の１人あたりの平均取得日数は

１６.１日（厚生労働省「就労条件総合調査」：１３．７日）、取得率は９７.６２％（同：７２．８％）

となり、いずれも業界平均を大きく上回っている。 

従業員の安全確保に向けた取り組みも推進しており、安全衛生委員会の強化、危険作業の把握・改善、

健康管理などを実施している。これまで休業４日以上の労働災害発生件数は発生しておらず、安全な職

場環境の維持に努めている。 

 

○人材育成 

従業員のスキルアップやモチベーション向上に向けて、業務遂行

に有用な資格の取得を支援している。資格取得支援制度では、教材

費、受講料、受験料など取得に必要な費用を会社が全額負担してい

る。こうした取り組みにより、従業員の専門性向上を促進し、各分

野で活躍できる人材の育成につなげている。 

  

有資格者数 （人）

資格名 保有者数

フォークリフト ２７

玉掛け ２１

クレーン５ｔ未満 １３

クレーン５ｔ以上 ８

安全衛生推進者 ６

粉じん作業 ６

保護具着用管理責任者 ６

アーク溶接 ６

職長教育 ５

※２０２６年５月現在
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（出所：ＵＮＥＰ ＦＩ分析ツールをもとにちばぎん総合研究所が作成） 

2. 包括的なインパクト分析 

 

事業活動に対する包括的分析を実施した。日本青銅の主な事業については、「第一次貴金属・その他非

鉄金属製造業」、「非鉄金属鋳造業」、「金属の処理・塗装・機械加工業」として整理された。 

 

  

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

人格と人の安全保障

健康および安全性

資源とサービスの入手可能性、ア

クセス可能性、手ごろさ、品質

生計

平等と正義

強固な制度・平和・安定

健全な経済

インフラ

経済収束

気候の安定性

生物多様性と生態系

サーキュラリティ

ポジティブの関連性 ポジティブ-すべての事業

ポジティブ-主要な事業

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

人格と人の安全保障

健康および安全性

資源とサービスの入手可能性、ア

クセス可能性、手ごろさ、品質

生計

平等と正義

強固な制度・平和・安定

健全な経済

インフラ

経済収束

気候の安定性

生物多様性と生態系

サーキュラリティ

ネガティブの関連性 ネガティブ-すべての事業

ネガティブ-主要な事業
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（出所：ＵＮＥＰ ＦＩ分析ツールをもとにちばぎん総合研究所が作成） 

ＵＮＥＰ ＦＩが提供する国際的な分析ツールでは、日本青銅が属する業種のインパクトとして、「健

康および安全性」（ネガティブ）、「住居」（ポジティブ）、「コネクティビティ」（ポジティブ）、「雇用」（ポ

ジティブ）、「賃金」（ポジティブ・ネガティブ）、「社会的保護」（ネガティブ）、「零細・中小企業の繁栄」

（ポジティブ）、「インフラ」（ポジティブ）、「気候の安定性」（ネガティブ）、「水域」（ネガティブ）、「大

気」（ネガティブ）、「資源強度」（ネガティブ）、「廃棄物」（ネガティブ）が確認された。 

 

 

 
  

インパクトエリア インパクトトピック

ポジティブ ネガティブ ネガティブ

紛争 0% 0% 0% 追加したインパクト

現代奴隷 0% 0% 0%

児童労働 0% 0% 0% 特定しないインパクト

データプライバシー 0% 0% 0%

自然災害 0% 0% 0% ＫＰＩを設定しないインパクト

健康および安全性 ― 0% 100% 100%

水 0% 0% 0%

食料 0% 0% 0%

エネルギー 0% 0% 0%

住居 30% 0% 0%

健康と衛生 0% 0% 0%

教育 0% 0% 0%

移動手段 0% 0% 0%

情報 0% 0% 0%

コネクティビティ 40% 0% 0%

文化と伝統 0% 0% 0%

ファイナンス 0% 0% 0%

0%

賃金 100% 100% 100% 100%

100%

ジェンダー平等 0% 0% 0%

民族・人種平等 0% 0% 0%

年齢差別 0% 0% 0%

その他の社会的弱者 0% 0% 0%

法の支配 0% 0% 0%

市民的自由 0% 0% 0%

セクターの多様性 0% 0% 0%

零細・中小企業の繁栄 40% 0% 0%

インフラ ― 100% 0% 0%

経済収束 ― 0% 0% 0%

気候の安定性 ― 0% 100% 100%

生物多様性と生態系 水域 0% 100% 100%

大気 0% 100% 100%

土壌 0% 0% 0%

生物種 0% 0% 0%

生息地 0% 0% 0%

資源強度 0% 100% 0% 100%

廃棄物 0% 100% 0% 100%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

40%

100%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

100%

0%

0%

0%

0%

0%

40%

0%

0%

0%

0%

0%

30%

強固な制度・平和・安定

健全な経済

サーキュラリティ

平等と正義

社会的保護

既定値 修正

人格と人の安全保障

資源とサービスの入手可能

性、アクセス可能性、手ごろ

さ、品質

生計 100% 0%雇用

0% 100%

ポジティブ

0%

0%

0%

0%

0%
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以下のインパクトについて、修正を行った。 

 

○追加したインパクト 

・高いリサイクル性を持つ銅製品の販売拡大を推進していることから、「資源強度」「廃棄物」のポジテ

ィブ・インパクトを追加した。 

 

○特定しないインパクト 

・当社の製品が住居に使用されているものではないことから、「住居」はポジティブ・インパクトとして

特定していない。 

・当社の事業はＩＴ製品・サービスと直接的な関係性が薄いことから、「コネクティビティ」はポジティ

ブ・インパクトとして特定していない。 

・社員に対する適正な賃金の設定や安定した収入確保に取り組んでおり、不当な賃金格差や低収入、不

規則収入等に対して十分な対応をしていることから、「賃金」はネガティブ・インパクトとして特定して

いない。 

 

○ＫＰＩを設定しないインパクト 

・当社では、今後の賃上げは物価上昇を鑑み、柔軟に対応していく方針であることから、「賃金」はポジ

ティブ・インパクトとして特定している。現状、十分な対応がなされていることから、ＫＰＩは設定し

ていない。 

・法定福利厚生が全従業員に提供されているほか、資格取得費用の会社負担による従業員の自己啓発支

援を行うなど、福利厚生制度の充実も図っていることから、「社会的保護」はネガティブ・インパクトと

して特定している。現状、十分な対応がなされていることから、ＫＰＩは設定していない。 

・当社製品の販売やサービスの提供を通じて、零細・中小企業の事業拡大に貢献することから、「零細・

中小企業の繁栄」はポジティブ・インパクトとして特定している。引き続き、中小企業をはじめとした

あらゆる企業と公正な取引を行っていく方針であるが、取引先数や取引規模に関しては、銅価格の市場

変動に左右される要素が強く、定量的な目標設定が困難であることから、ＫＰＩは設定していない。 

・当社が製造・販売する製品はインフラ設備に使用されていることから、「インフラ」はポジティブ・イ

ンパクトとして特定している。一方、その数量や規模を定量的に把握することが困難であることから、

ＫＰＩは設定していない。 

・法令で定められた水質検査を定期的に実施し、汚染防止の低減を図っていることから、「水域」はネガ

ティブ・インパクトとして特定している。現状、十分な対応がなされていることから、ＫＰＩは設定し

ていない。 

・金属溶解時に発生するスラグについては、全てを再度溶解して製錬事業者へ販売している。また、仕

入れる材料や梱包資材においても、再利用・リサイクル可能なものについて全て対応している。以上か

ら、「資源強度」「廃棄物」はネガティブ・インパクトとして特定しているが、現状、十分な対応がなさ

れていることから、ＫＰＩは設定していない。 
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3. インパクトの拡大・軽減に向けた取り組みとＫＰＩの設定 

 

今回特定されたインパクトの増大・緩和に向けて、日本青銅は以下の取り組み方針を定め、それぞれ

にＫＰＩを設定した。  

  

 

  

インパクト
カテゴリー

インパクト
エリア

インパクトトピック インパクト区分 取り組み内容 KPI・目標

社
会

健康および安全性 － ネガティブ・インパクト
・有給休暇取得率の改善

・労働災害発生の抑制

・有給休暇取得率について、2030年度までに100％を達成する
（2025年度実績：97.62％）

・4日以上の休業を伴う重大な労災発生件数0件を継続する
（2025年度までの実績：0件）

社
会

生計 雇用 ポジティブ・インパクト
・採用強化

・ユースエール認定の取得

・2030年度までに従業員数（正社員）を累積20名採用する
（2025年度実績：2名）

・2030年度までにユースエール認定を取得する

資源強度 ポジティブ・インパクト

廃棄物 ポジティブ・インパクト

気候の安定性 － ネガティブ・インパクト

生物多様性と生態系 大気 ネガティブ・インパクト

※¹　年度：2月1日から1月31日までの日本青銅の会計年度（2025年度の場合、2025年2月1日から2026年1月31日までを指す）

※²　目標年度に達したもの、または目標を早期に達成したものは、再度目標を設定する

環
境

・環境配慮型車両の導入

・低排出型フォークリフトの導入

・2030年度までに営業車両における環境配慮型車両の保有台
数を6台にする
（2025年度実績：3台）

・2030年度までに低排出型フォークリフト（LPGやバッテリー式な
ど）を2台導入する
（2025年度実績：0台）

環
境

サーキュラリティ ・売上高の増加
・2030年度までに売上高100億円以上とする
（2025年度実績：66億円）
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インパクトエリア 健康および安全性

インパクトトピック －

インパクト区分 ネガティブ・インパクト

取り組み内容
・有給休暇取得率の改善
・労働災害発生の抑制

KPI

・有給休暇取得率について、2030年度までに100％を達成する
（2025年度実績：97.62％）

・4日以上の休業を伴う重大な労災発生件数0件を継続する
（2025年度までの実績：0件）

対応するSDGs

インパクトエリア 生計

インパクトトピック 雇用

インパクト区分 ポジティブ・インパクト

取り組み内容
・採用強化
・ユースエール認定の取得

KPI

・2030年度までに従業員数（正社員）を累積20名採用する
（2025年度実績：2名）

・2030年度までにユースエール認定を取得する

対応するSDGs



 

 

15 

 

 

 

 

 

 

  

インパクトエリア サーキュラリティ

インパクトトピック 資源強度/廃棄物

インパクト区分 ポジティブ・インパクト

取り組み内容 ・売上高の増加

KPI
・2030年度までに売上高100億円以上とする
（2025年度実績：65億円）

対応するSDGs

インパクトエリア 気候の安定性/生物多様性と生態系

インパクトトピック －/大気

インパクト区分 ネガティブ・インパクト

取り組み内容
・環境配慮型車両の導入
・低排出型フォークリフトの導入

KPI

・2030年度までに営業車両における環境配慮型車両の保有台数を6台にする
（2025年度実績：3台）

・2030年度までに低排出型フォークリフト（LPGやバッテリー式など）を2台導入する
（2025年度実績：0台）

対応するSDGs
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本ＰＩＦによる日本青銅の取り組みは、ＳＤＧｓの１７のゴールと１６９のターゲットに以下のよう

に関連している。 

 

 

  

KPI インパクト エリア

・有給休暇取得率について、2030年度までに100％を達成する
（2025年度実績：97.62％）

・4日以上の休業を伴う重大な労災発生件数0件を継続する
（2025年度までの実績：0件）

健康および安全性

3.4   2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、
予防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福
祉を促進する。

8.8   移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇
用状態にある労働者など、すべての労働者の権利を保護
し、安全・安心な労働環境を促進する。

・2030年度までに従業員数（正社員）を累積20名採用する
（2025年度実績：2名）

・2030年度までにユースエール認定を取得する

生計

8.5   2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性
及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある
人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同
一賃金を達成する。

8.6   2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれ
も行っていない若者の割合を大幅に減らす。

・2030年度までに売上高100億円以上とする
（2025年度実績：65億円）

サーキュラリティ

12.4   2020年までに、合意された国際的な枠組みに従
い、製品ライフサイクルを通じ、環境上適正な化学物質や
すべての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境への
悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、
水、土壌への放出を大幅に削減する。

12.5   2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利
用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。

・2030年度までに営業車両における環境配慮型車両の保有台
数を6台にする
（2025年度実績：3台）

・2030年度までに低排出型フォークリフト（LPGやバッテリー式な
ど）を2台導入する
（2025年度実績：0台）

気候の安定性/生物多様性と生態系

7.3   2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善
率を倍増させる。

13.1   すべての国々において、気候関連災害や自然災
害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化
する。

13.3   気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に
関する教育、啓発、人的能力及び制度機能を改善する。

対応するSDGsとゴール
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4. 地域課題との関連性 

 

東京都は、都政の羅針盤となる新たな総合計画として、２０２５年３月に「２０５０東京戦略」を打

ち出し、２０５０年代の目指す姿（ビジョン）とその実現に向けて２０３５年までに取り組むべき２８

の戦略を策定した。 

戦略０４「若者」では、政策目標として「若者の声を積極的に活かし、若者とともに社会を変えてい

く」が、戦略２０「ゼロエミッション」では、「ゼロエミッションモビリティの普及拡大」「サーキュラ

ーエコノミーへの移行」などが設定されている。 

日本青銅の事業活動やＰＩＦに関わる取り組みは、東京都が目指す政策目標の実現に貢献する。 

 

  

（出所：「2050 東京戦略」をもとにちばぎん総合研究所が作成） 

ビジョン達成に向けた28の戦略と政策目標 （一部抜粋）

政策目標

04
若者

（将来を担う若者が希望に満ち溢れ、描いた夢を叶えられる東京）
若者の声を積極的に活かし、若者とともに社会を変
えていく

ゼロエミッションモビリティの普及拡大

サーキュラーエコノミーへの移行

戦略
（目指すべき姿）

20
ゼロエミッション

（脱炭素社会を実現し、世界のネットゼロ達成に大きく貢献）
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5. 管理体制 

 

 日本青銅におけるサステナビリティ管理体制 

本ＰＩＦを取り組むにあたり、当社の代表取締役社長である佐々木太志氏を統括責任者、取締役常務

の煤田淳之氏およびＭａｎａｇｅｍｅｎｔ部門Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｒの神

永英保氏をリーダーとするプロジェクトチームを組成した。プロジェクトチームは、取り組むべき社会

課題を明確にし、事業内容やインパクト・レーダーとの関連性について分析・検討したうえでＫＰＩを

設定した。 

本ＰＩＦ実行後もプロジェクトチームが中心となって、ＫＰＩの達成に向けた各種取り組みを進めて

いく。 

 

 千葉銀行によるモニタリング 

本ＰＩＦで設定したＫＰＩの進捗状況については、日本青銅と千葉銀行、ちばぎん総合研究所の担当

者が年に１回以上、定期的な場を設けて情報共有する。 
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本評価書に関する説明 

 

1. 本評価書は、ちばぎん総合研究所が、千葉銀行から委託を受けて実施したもので、ちばぎん総合研究所が

千葉銀行に対して提出するものです。 

 

2. ちばぎん総合研究所は、依頼者である千葉銀行及び千葉銀行がＰＩＦを実行するうえで、日本青銅から提供

された情報や日本青銅へのインタビューなどで収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであ

り、将来における実現可能性、ポジティブな成果・見通しなどを保証するものではありません。 

 

3. ちばぎん総合研究所が本評価に用いた情報は、信頼できるものと判断したものではあるものの、その正確

性などについて独自に検証しているわけではありません。ちばぎん総合研究所はこれらの情報の正確性、適

時性、完全性、適合性その他一切の事項ついて、 何ら表明または保証するものではありません。 

 

4. 本評価は、国連環境計画金融イニシアティブ（ＵＮＥＰ ＦＩ）が提唱した「ポジティブ・インパクト金融原則」及

び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」に適合させるとともに、ＥＳＧ金融

ハイレベル・パネル設置要綱第２項（４）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースが

まとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に整合させて行っております。 
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